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研究成果の概要（和文）：　調査結果として、イシューセリングを行っている部下のねらいと、受け入れた上司
の側のねらいは同じイシューを巡っても異なることが定性的調査で明らかになった。
　調査の結果として、イシューセリング行動を通じて成果を挙げているマネジャーは、上司を説得する、という
よりはイシューが受け入れられやすいように相手に合わせた言説の戦略を行っている、という点が示唆された。
　定量的調査からはサイバーセキュリティの言説が年代毎に変遷していること、また言説に対応してセキュリテ
ィ対応自体が変遷していること、またイシューセリング行動を通じて社内にセキュリティ対応の環境整備を行っ
ている実態が明らかになった。

研究成果の概要（英文）： This research tries to reveal the mechanism of bottom-up organizational 
change process. From view point of issue selling activities, specific issue selling strategies are 
required to be success.
 Cyber security managers tries to do issue selling activities to get support from top management.

研究分野： 経営組織論、経営戦略論

キーワード： 組織変革　イシューセリング　センスメーキング　サイバーセキュリティ　コンピューターセキュリテ
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１．研究開始当初の背景 
 研究の背景としては、経営学において十分
に解明されているとは言い難い、企業におけ
る現場主導の組織変革メカニズムを研究対
象として研究を開始した。戦略形成プロセス
の研究においては、Mintzberg や Burgelman
などが現場主導・ボトムアップ型の戦略形成
のベクトルについて示唆しているが、そのメ
カニズムがどのような条件の下で成立する
かなど、重要な点については未だに十分に説
明されているとは言い難い状況にあると考
えている。 
研究にあたって、学術的な概念として個人

のプロアクティブ（能動的）行動（特にイシ
ューセリング行動）の生成と成立のメカニズ
ムに焦点を当ててボトムアップ型のコミュ
ニケーション戦略の観点から考察を進める
こととなった。 
 また、組織内プロセスを対象とするため調
査対象については事前に関係性を構築して
いるサイバーセキュリティの企業担当者コ
ミュニティと連携しながら研究を進めるも
のとした。 
 
２．研究の目的 
企業における現場主導の組織変革メカニ

ズムを研究対象としたが、これは Mintzberg
や Burgelman といった戦略と組織の研究者
によってボトムアップ型のコミュニケーシ
ョンが戦略形成に影響を与えていることが
示唆されている一方で、経営学領域において
詳細なプロセスについては明らかにされて
こなかった、という問題意識がある。 
この問題意識に基づく研究にあたって、学

術的な概念として個人のプロアクティブ（能
動的）行動（特にイシューセリング行動）の
生成と成立のメカニズムに焦点を当ててボ
トムアップ型のコミュニケーション戦略の
観点から考察を進めることした。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、１).インタビューに
基づく定性的調査、２).一次データと二次デ
ータによる定量的調査、の２つに分けて行っ
た。調査自体は終えているが、一部、分析の
精度を高める必要があるため研究機関終了
後も継続的に考察する必要が生じている。 
 定性的調査としては、可能な限りコミュニ
ケーション戦略の主体である部下と受け手
である上司の両方に対してインタビューを
行った。 
 定量的調査は、サイバーセキュリティに関
する社会的な言説の変遷を調査するための
テキストマイニングと、アンケートに基づく
イシューセリング行動と成果に関する多変
量解析の２つのアプローチで調査・分析を行
った。 
 
４．研究成果 
 研究成果として、定性的調査からは 1.説得

的なコミュニケーション戦略の特徴として、
他者の考え方を変えるのではなく、イシュー
の意味付けに柔軟性を持たせている、2.提案
側と被提案側のロジックは異なることが多
く、異なる意味に基づいて合意が形成されて
いる点、である。 
 また、当初の研究目的では想定されていな
かったが、定性的調査の過程で、コミュニテ
ィを通じた知見の共有や開発を通じて、準オ
ープンな関係性の下でイノベーションが起
こることが確認された。このプロセスは
Engeström が議論した越境学習や菌根的コミ
ュニティの形に近いものであり、コミュニテ
ィのマネジメントに関する知見として考え
られる。コミュニティ内では各企業のサイバ
ーセキュリティ担当者が情報交換や新たな
脅威に対する対応策の検討といった手法の
開発に近い知見が生成されている。これが、
コミュニティ内の関係性に関するある種の
パターンによって生み出されているものだ
というのが、調査研究の中で当初は想定され
ていなかったが、派生的に生じてきた問題で
ある。 
 定量的調査の知見としては、イシューセリ
ング行動の成果に関連する指標として、「売
上の向上」という言説を用いている場合が正
の関係にあり、統計的に有意であった。 
 テキストマイニングに基づく言説の変遷
に関する調査に関しては、現時点で十分に知
見が整理されている訳ではないが、概ね想定
されている変遷が確認されており、今後さら
なる分析によって知見を明確化する必要が
ある。現在のところ確認されている言説の変
遷としては、年代毎にサイバーセキュリティ
に対する企業の自衛可能性についての認識
が変遷している点がある。これは、初期のサ
イバーセキュリティ対策については、基本的
に企業が自衛するものというよりは、公共機
関や一部のセキュリティベンダーが取り組
む公衆衛生的な取り組みとして想定されて
いるが、年代を経て徐々に一部の期間によっ
てサイバー系インシデントは防ぐことがで
きない、そのため企業は「自衛」しなければ
ならない、という言説に変容している。これ
によって企業はそれまでとは異なるサイバ
ーセキュリティ対応を構築する必要性が生
じている、というのが実態である。この言説
に変容に対しては、サイバー攻撃の劇的増加
や攻撃手法の高度化、といった様々な点が考
えられるため、さらなる分析を必要としてい
る状況である。 
 また、組織の主体性に関連して、組織の双
面性に関するメタアナリシスも行った。その
結果、組織の双面性とパフォーマンスの関係
はは規模や業種、などといったコントロール
変数に関わらず概ね正の関係性を示してい
る。 
 また、双面性はハイテク企業よりも非ハイ
テク企業の方がパフォーマンスの説明力が
高いという結果が出た。これについては、ハ



イテク企業が双面性よりもよりイノベーテ
ィブな組織を求めている、ということを含意
している可能性がある。 
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